予算要求資料
平成29年度　　支出科目　款：農林水産業費　項：農業費　目：農山村振興費　　　
	事業名　野生獣被害集落緊急支援事業費補助金


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　農政部 農村振興課 鳥獣害対策室 鳥獣害対策係
　　　　　　　　　　　　　　　　　電話番号：058-272-1111（内3176）

　　　　　　　　　　　　E-mail： c11427@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　191,662千円（前年度予算額：113,095千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	113,095
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	113,095

	要求額
	191,662
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	191,662

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
　　県内における野生鳥獣による農作物被害額は４億円前後で高止まりの傾向にあり、このうちイノシシ、シカ、サルの大型獣種による被害は全体の７割を占めるなど、中山間地域を中心に依然として深刻な問題となっている。

　　また、対策の実行には地域ぐるみの取組が必要不可欠であるが、ＴＰＰに対応した強い農業づくりが求められる一方で、中山間地域では高齢化や担い手不足が深刻化し、集落世帯数の減少と相まって集落機能を維持できず、被害防止対策が進まない地域が多く存在しているのが現状である。

　　このため、これらの課題を抱える地域に対し、早急な対策が必要である。

　　
（２）事業内容

　　野生鳥獣による農作物被害の早期かつ着実な軽減を図るため、集落ぐるみによる対策の実行体制が整った集落に対して、侵入防止柵の緊急的な整備に必要な経費を支援する。
ア 事業内容

　 侵入防止柵の整備に係る資材費（ただし、直営施工を行う場合に限る）について助成。
　　
イ 事業実施主体

　 市町村協議会又はその構成員

ウ 事業採択要件
・市町村において事業年度に鳥獣被害防止総合対策交付金（国補，整備事業）を実施していること。

・市町村において被害防止計画が作成されていること。
・有害捕獲、被害防除及び生息環境管理のうち複数の取組が行われていること又は、確実に見込まれること。
・受益戸数が３戸以上であること。

・侵入防止柵施設の耐用年数が５年以上のものであること。
（３）県負担・補助率の考え方
　　補助率　１０／１０以内

野生鳥獣による農作物被害の早期軽減を図るため、対策の速やかな実施を後押しし、被害防止効果の早期発現を促すための事業であり、県負担は妥当。

　　補助率については、類似施設等の導入が可能な国交付金事業の補助率：10

／10（直営施工の場合）と同率とする。
（４）類似事業の有無
　　有「鳥獣被害防止総合対策交付金（国補）」
　　市町村が策定する被害防止計画に基づき、市町村協議会又はその構成員を対象に総合的な取組を支援するもの。
　　本事業は、各市町村の整備事業に係る要望に対し、国交付金の予算配分に不足が生じた市町村を対象に支援するものである。
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	補助金
	191,662
	・侵入防止柵の整備に係る資材費(ただし直営施工の場合に限る)

	合計
	191,662
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ
・ぎふ農業・農村基本計画

・市町村被害防止計画

（２）国・他県の状況
・鳥獣被害防止特措法において、県が必要な措置を講じることが明記。
　　・平成29年度の国交付金については、国予算において昨年度から約116％増額の110億円となったが、推進事業に対する増額であるため、今年度と同様、要望額どおりの配分がされる見込みがない（平成28年度の配分額は要望額の62.7％）。
　　　
（３）後年度の財政負担
　　　
（４）事業主体及びその妥当性
　市町村、農林漁業団体、猟友会、集落組織等の関係機関で構成され、鳥獣被害対策を主体的に担う市町村協議会又はその構成員等の団体であり、妥当である。
県単独補助金事業評価調書
	□  新規要求事業

	■  継続要求事業


	補助事業名
	野生獣被害集落緊急支援事業費補助金

	補助事業者（団体）
	市町村協議会又はその構成員、集落組織、営農団体

	補助事業の概要
	（目的）

　被害防止対策の確実な実行により、野生鳥獣による農作物被害を軽減する。

（内容）

　対策の実行体制が整った集落等に対し、侵入防止柵の整備等に必要な経費を助成する。

	補助率等
	定額・定率・その他（　　　　　）

（１０／１０以内　　　　　　　　　　　）

	補助効果
	　野生鳥獣による農作物被害が軽減される。

	終期の設定
	終期：平成２９年度

（理由）
　対策の実行体制が整った集落等に対する緊急的な支援のため。


（事業目標）
	・「鳥獣被害防止総合対策交付金（国補）」と合わせ、侵入防止柵の整備を支援することで、事業実施地区での農作物被害の軽減を図る。




（目標の達成度を示す指標と実績）

	　指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	鳥獣被害対策実施集落割合

(課内目標)
	―％
（H20）
	23％
（H23）
	34％
（H26）
	68％
（H27）
	100％
（H32）
	68％

	
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	％



（前年度の成果）
	　事業実施地区における農作物被害の軽減が見込まれる。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　より効率的な被害の軽減には、集落ぐるみによる対策の実行や改善に向けた地域住民の合意形成を促進する必要がある。




（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	・野生鳥獣による農作物被害は3.3億円（H27）にのぼり、このうち７割を占めるイノシシ、シカ、サルの大型獣種による被害の軽減に向けて、県が主導して取組を進めていく必要がある。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている

△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○

	　侵入防止柵の設置を進めるため、農地へのイノシシ、シカ、サルの大型獣種の侵入を防ぐことができ、農作物被害の防止に有効である。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○

	　各市町村の整備事業に係る要望に対する、国交付金の予算配分の不足に対して支援を行うことで農作物被害額の半減に向けた対策を行うことができる。


（事業の見直し検討）

	　前年度と同様に、各市町村の整備事業に係る要望に対し、国交付金の予算配分に不足が生じた市町村を対象に支援を行い、侵入防止柵の設置を進める。


（終期到来時の翌年度以降の事業方針）
	継続・削減・統合・廃止

（理由）
　対策の実行体制が整った集落等に対する緊急的な支援のため。


